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要　旨

過去の震災においても，水道水の供給制限や断水に
より医療活動に重大な支障をきたした例が散見されて
いる．災害時において医療用水を安定確保するうえで
は，各医療機関の医療用水供給に係る対策をハード面，
ソフト面双方で整備しつつ，水道事業体など関係各所
とのさらなる情報交換や連携を推進することを通じて，
対策の実効性を高めることが望まれる．

1　はじめに

医療機関においては，平常時および災害時を問わず，
医療用水を常時かつ安定して確保することが求められ
ている．医療用水の主な用途は，様々な医療行為（診
察，手術，透析，医療機器の洗浄と滅菌，感染症対策
など）に加えて，入院患者の生活（調理，トイレ，入
浴，洗濯など）や医療機関の施設運用（空調，ボイラ
ー，清掃，散水など）と多岐にわたっている1）．仮に
災害等の発生により水道水の供給制限や断水が生じれ
ば，上記の活動全般に多大な影響を及ぼし，緊急医療
活動にも重大な支障をきたす．中でも，透析医療には
きわめて多量の医療用水が必要となるため，水道水の
供給制限や断水はただちに深刻な事態を招くこととな
る．

最近の例として，平成 24 年 5 月に発生した利根川・
江戸川水系でのホルムアルデヒド前駆物質（ヘキサメ

チレンテトラミン）流出事故がある．この時は，同水
系の複数の浄水場において水道水中のホルムアルデヒ
ド濃度が基準値を超過したことにより，取水停止や給
水停止の措置が取られ，千葉県内では 5 月 19～20 日
にかけて 5 市で断水や減水が発生，約 87 万人が影響
を受けたことが記憶に新しい．本誌においても，千葉
県透析医会および千葉県臨床工学技士会が 5 月 19 日
に合同災害対策本部を設置，同域内には慢性維持透析
患者が約 3,300 名在住しており，1 施設にて患者の移
送を行ったことが報告されている2）．

さらに，災害等の発生によって医療用水の水質面に
も変化が生じる可能性についても留意する必要がある．
医療用水に求められる水質は上記の各用途に応じて異
なっており，トイレの水洗用途であれば多少の汚染が
生じても使用には差し支えがないものの，手術や透析
治療などの医療行為に用いる水は，各々の目的にかな
う水質レベルを常時保持することが必要である3）．特
に透析用水は，原水である水道水の水質劣化が生じた
ことにより，医療施設内の透析用水製造装置による浄
水処理に支障をきたした例がある4）．

本稿では，過去の災害等による医療用水供給への被
害事例を概観し，災害時における医療用水の安定確保
に向けた医療機関や関係各所の対策と，今後の課題点
についてまとめた．
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2　災害時における医療用水供給への被害と回復の状況

2-1　都市直下型震災

20 年前の平成 7 年 1 月 17 日に発生した兵庫県南部
地震（阪神・淡路大震災）は，わが国で初めての近代
的な大都市における直下型地震であり，甚大な被害を
もたらした．本地震による死者は 6,434 人，重軽傷者
は 43,792 人，住宅被害は 639,686 棟に及んだ．また，
病院などの医療施設にも著しい被害が生じ，地震後の
救命・救急活動に大きな影響を与え，病院の圧壊以外
に水道施設の破損による透析医療の停止，手術部機能
停止，滅菌業務不能など深刻な影響を受けた．

神戸市には 2,251 の医療施設，22,302 の病床数があ
り，そのうち全壊・全焼被害が 314 施設に及んだ．ま
た，上水道の断水に伴い，医療器具の滅菌不能，トイ
レ用水の不足，人工透析の不能，調理への影響等とい
った支障をきたし，給水が開始されるまでの約 10 日
間にわたり閉鎖された施設もあった5）．臨海部の人工
島にあった基幹病院では，交通網およびライフライン
が寸断し「陸の孤島」となった．屋上にある飲用高置
水槽と配管の破損，雑用高置水槽の亀裂が生じて漏水
が生じた．このことにより，各病棟や電気設備等が直
接的な物損を被っただけでなく，高置水槽への自動給
水装置が作動し，地上の受水槽の貯留水をも失う結果
となった．また，高置水槽の破損はその後の給水車に
よる運搬給水の効率を低下させるとともに，水道事業
体による上水供給の再開後も病院機能の復旧を遅らせ
るなど，断水の長期化および深刻化に拍車をかけるこ
ととなった‡1）．

兵庫県透析医会の集計によると，兵庫県下の 104 透
析施設中 66 施設に建物被害があり，ライフラインの
途絶した施設数は停電 51，断水 50，ガス停止 42，電
話不通 19 であった．ライフラインの途絶等により透
析が不可能となった 1,700 人を超える患者が，兵庫県
内外の透析施設で臨時透析を受けた6）．神戸市内の病
院を対象とした被災時の医療用水供給の実態に関する
ヒアリング調査によると，医療用水の常時供給までに
5 日～2 週間を要し，かつ，平常時使用量の数 ％～30

％ しか水量を確保できなかった‡1）．災害拠点病院を
中心に 9 病院の給水状況をアンケートおよび聞き取り
調査した結果によると，公共水道のみが 7 病院，公共
水道と自己水源（地下水）併用が 2 病院であり，その

うち 2 病院が雑用水として雨水利用を行っていた3）．
なお，震災後に新たに自己水源（地下水）併用に切り
替えた病院があった．

2-2　中山間地域型震災

平成 16 年 10 月 23 日に発生した新潟県中越地震は，
多数の貴重な人命・財産を奪ったのみならず，新潟県
を中心とした地域に著しい被害を生じた．本地震によ
る死者は 68 人，重軽傷者は 4,795 人，建物全壊は
3,175 棟，半壊は 13,810 棟であり，ライフラインにも
多大な被害をもたらした‡2）．兵庫県南部地震と比較
して被害の規模は小さいものの，中山間地域を中心と
して生活基盤に壊滅的な被害を及ぼした．

新潟県内全 139 医療施設の被災状況として，軽微な
ものも含めて 47 施設で被害があったことが新潟県災
害対策本部により報告されている．特に建物被害が甚
大な 3 施設については，全入院患者を他の病院へ移送
する措置がとられた．ほぼすべての施設で，病院内部
の給水設備および外部の水道管等が被害を受けて水供
給が停止し，各病院の給水量は 1 日平均使用量の約 1

割から 2 割程度まで減少した7）．一部の施設では，施
設内の配水管の破損と漏水が生じたことにより，半数
の病室への浸水，通信機器の損傷や，水冷式自家発電
機の稼働に支障をきたした例が報告された8）．また，
特別入浴の中止などの節水対策を行った事例や，近隣
の酒造メーカから大型タンクローリーの提供をうけて
大量の医療用水の輸送手段を確保した施設の事例もあ
った7）．

新潟県内において人工透析治療を実施している医療
施設は 50 施設であり，5 施設が被害を受けた．その
うち，透析治療がいっさい不能となった施設は震源地
に近い 3 施設であり，治療床 117 床が使用不能となり，
336 人の透析患者が治療の場を喪失9），近隣および遠
隔地の透析施設で治療を継続した．3 施設における透
析不能期間は，2 施設が 2 日間，1 施設が 6 日間であ
った10）．

2-3　広域型震災

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地
震（東日本大震災）は，わが国の観測史上最大のマグ
ニチュード 9.0 の超巨大地震であり，とりわけ地震に
伴い発生した巨大津波等によって，東北地方を中心と
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して北海道から関東地方までの広範囲に及ぶ未曾有の
人的被害ならびに物的被害をもたらした．本稿執筆時
において，本震災による死者は 15,889 名，行方不明
者 2,594 名，重軽傷者 6,152 名，建物被害は 1,218,607

戸に及ぶ3）．兵庫県南部地震では建物崩壊による圧死
が最も多く，負傷者数は死者数の約 7 倍に達したのに
対して，東北地方太平洋沖地震では津波被害による死
者と行方不明者が顕著であり，負傷者は比較的少なか
った．また，長期間にわたり，慢性疾患を持つ被災者
に対する医療ニーズの高い状態が続いた．

医療施設においては，岩手県，宮城県，福島県内の
380 病院のうち 10 病院が全壊，290 病院が一部損壊を
被り，医療機能の低下により被災直後における外来患
者や入院患者の受入制限あるいは受入不可となる状況
が見られた‡4）．浄水場や水道管等の水道施設への影
響も著しく，全国の総断水戸数は 256.7 万戸に達し，
この中には，津波や地震動等により甚大な被害を受け
た岩手県（17.4 万戸），宮城県（62.2 万戸），福島県

（41.8 万戸）の他，液状化による被害が甚大であった
茨城県（80.1 万戸），千葉県（30.1 万戸）が突出して
含まれた．断水は 1 週間以内に 57％ が解消したもの
の，余震による再度の断水等により応急復旧期間が長
期化し，1 万戸未満まで減少したのは 6 月末，復旧が
ほぼ完了したのは 9 月末と半年以上を要した（ただし，
津波浸水による復旧困難戸数は除く）‡5）．

また，断水の発生等により医療施設での透析治療が
不能となる事例が数多く報告された．平成 23 年末の
日本透析医学会の統計調査および追加調査によれば，
全国の 314 施設において透析室が操業不能に至ってお
り，そのうち 92 施設は 4 日間以上に及んだ．操業不
能の主な原因として，震度 4 以下は停電が，震度 5 弱
以上では断水や施設・機器の破損が中心であった．操
業不能に伴って 161 施設が支援透析を依頼，42 都道
府県の 992 施設において，のべ 10,906 名の患者を受
け入れた‡6）．

2-4　台風・集中豪雨による水害

平成 21 年 8 月 9 日から 10 日にかけて来襲した台風
9 号により，兵庫県播磨北西部に位置する佐用町に深
刻な風水害がもたらされた．過去最大の 1 日最大降雨
量である 326.5 mm を記録し，死者 18 名，行方不明 2

名，家屋の全半壊 891 棟，床上・床下浸水 899 棟など

の被害を生じた．佐用町においては，一部の浄水施設
の機能停止に伴って被災直後より水道が断水し，被災
翌日から自衛隊および近隣水道事業体による応急給水
を実施，8 月 26 日には断水が解消した11）．医療施設
への被害として，自己水源（地下水）のみを用いてい
る 2 施設のうち，1 施設において泥水の水源流入と地
下電気設備の水没による停電により，医療用水の供給
が不能となった．給水車による直接給水のみでは医療
用水の需要に満たないため，仮設パネル式受水槽（8 

m3）等に貯水して必要な水量を確保した．さらに，
現地の健康福祉事務所の指導のもと，病院と水道事業
体との間で協議を行い，安全な医療用水の給水確保の
ために簡易水道への接続を決定した．接続工事が完了
するまでの約 4 カ月間にわたり，給水タンク車により
約 20～40 m3/日の水道水を貯水槽等へ運搬給水した11）．

平成 25 年 7 月 18 日および 22 日に山形県で発生し
た記録的豪雨では，同県内の寒河江川において濁度が
約 3,000 度まで上昇，同河川を水源とする村山広域水
道西川浄水場の処理能力を著しく超過したことにより，
2 回にわたりのべ 47 時間給水を停止した．このため，
給水先である 6 市 6 町のうち，4 市 2 町において最長
8 日間の減水や断水を生じ，最大時で約 17 万人の生
活および経済活動に多大な影響を及ぼした12）, ‡7）．山
形県透析災害ネットワークおよび山形県による情報共
有などにより，給水再開までの間の他施設への依頼透
析や患者移動が円滑に行われた12）．

3　災害時における医療用水の安定確保に向けた取組み

3-1　国の施策

前節でみたように，災害の規模にかかわらず，医療
用水の供給が途絶えることによって，透析治療をはじ
めとする様々な医療行為にはただちに支障が生じる．
国の施策では，平成 17 年に内閣府中央防災会議が

「首都直下地震対策大綱」を策定，災害時の救助・救
命，医療救護および消火活動など応急対策活動を効果
的に進めるため，地震時に電気や水道等のライフライ
ン機能が寸断することがないよう，各事業者に対して，
特に三次医療機関等の人命にかかわる重要施設への供
給ラインの重点的な耐震化等を求めた．

平成 26 年 3 月の第 347 回中央防災会議において，
当大綱を含む五つの大綱を廃止，全国で一体的に地震
対策を進めるため，新たに「大規模地震防災・減災対
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策大綱」を定めた．ライフライン機能の確保に関して
は，当該施設の耐震化・耐浪化や人命に関わる重要施
設への供給ラインの安定化，さらに，施設が被災した
場合でも機能停止に至らないよう，多重化や分散化を
図るとともに，停電時の非常用発電設備の整備や燃料
の確保等を図るよう各事業者および管理者に求めた‡8）．
また，当大綱では，津波による浸水が想定される地域
における災害拠点病院を中心とした医療機関に対し，
耐浪化の推進，津波浸水対策，非常用発電施設の整備
と上層階移設ならびに燃料の確保，衛星電話，飲料
水・食料・医薬品の備蓄，ヘリポートの整備等の充実
を必要に応じて図ることを求めている‡8）．

厚生労働省では，平成 17 年度予算にて「重要給水
施設配水管」への補助を新設，一定の要件のもとで，
地域防災計画等に明記されている拠点病院への耐震管
路を補助対象とした．平成 20 年には「水道の耐震化
計画等策定指針」を更新し，医療用水の確保について

「1 箇所当たりで大量の水を必要とすること，加圧給
水車などによる給水方法が必要となることから，地域
防災計画等に位置づけられた拠点医療施設については，
施設ごとに必要水量・給水方法を検討する」との対応
策を示した‡9）．また同省では，医療機関の耐震化促
進に関して，災害拠点病院，救命救急センターおよび
二次救急医療機関の耐震整備に対する補助を行うため
の基金を各都道府県に設置するなどの予算措置を行っ
ている．その結果，平成 25 年 8 月時点調査における
耐震化率（すべての建物に耐震性のある病院数を回答
病院数で除した割合）は 64.2％（5,476 施設），そのう
ち災害拠点病院および救命救急センターの耐震化率は
78.8％（538 施設）となった．なお，平成 20 年 8 月時
点調査の耐震化率は 50.8％（4,132 施設），災害拠点病
院および救命救急センターは 58.6％（331 施設）であ
り，特に，後者の耐震化率は 5 年間で 20％ 程度向上
した‡10）．

3-2　水道事業体における対策

各地の水道事業体においても，過去の震災を契機と
して，災害時の医療用水の安定供給に向けた体制の整
備が図られてきている．東京都水道局では，平成 18

年度策定の ｢東京水道長期構想｣ にて，三次救急医療
機関や首都中枢機関等への供給ルートとなる水道施設
の耐震化を早期に実現することを掲げており，平成

22 年度以降はこれまでの計画を大幅に前倒しする「水
道管路の耐震継手化緊急 10 カ年事業」に取り組んで
いる‡11, ‡12）．さらに，平成 25 年度に改正された ｢東
京都水道局震災応急対策計画｣ では，発災後の応急給
水体制を整えるだけでなく，災害拠点病院等の重要施
設への水道水供給にかかわる管路の被害について，発
災後 3 日以内の復旧を目指すとしている‡13）．

横浜市水道局では，平成 18 年策定の「災害医療拠
点病院等管路整備事業」の中で，従来は災害拠点病院
等 67 か所の応急給水を給水車による運搬により対応
することとしていたが，平成 18 年度以降は水道管の
耐震化を実施し，災害時にも水道管からの給水を継続
することにより，医療活動の停止を防止するとした‡14）．
平成 24 年度において，市内の各医療拠点への配水支
管の耐震化は完了し，配水本管の耐震化を進めている
ところである13）．なお，地震の発生等によって耐震化
が未了の本管の破損が発生した場合には，前出の東京
都水道局と同様，復旧に概ね 3 日間を要すると想定さ
れており，その間は給水車による応急給水を行うとし
ている13）．

3-3　各医療機関における対策

このように，国や各地の水道事業体にて，災害時に
おける医療用水の安定的な供給を目指す各種の施策が
行われている．しかしながら，実際に震災等の災害発
生に伴って医療機関において断水が発生した場合には，
当該地域の水道事業体や自衛隊が医療機関に対して給
水車による運搬給水を行うものの，運搬給水による給
水量および運搬回数の限界，周辺交通網の被害や渋滞
状況，他の給水拠点（避難場所や福祉施設等）への運
搬の必要性などから，被災後の医療用水のニーズを十
分には満たせず，結果として医療活動が滞る事態も起
こりうる．このことより，原則としては，医療機関み
ずからも医療用水の安定確保にむけた対策を講じるこ
とが必要である．とりわけ，被災直後から優先的に医
療行為を継続することが求められる，災害拠点病院お
よび地域の透析拠点病院における対策は以下のようで
ある．

（1）　施設整備対策
施設整備等の「ハード面」では，
①　給水等設備の耐震化
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②　災害等の非常時を想定した自己水源の確保
③　各種の災害を想定した病院設備システム全体の

設計と実装
があげられる．

上記の①について，病院施設の建物自体の耐震化率
は前項に述べたように向上しつつあるものの，これは
必ずしも，貯水槽や給水管などの施設内の給水設備が
耐震性能を持つことを意味していない．前出の日本透
析医学会による統計調査では，貯水槽を整備していた
にもかかわらず使用不能となった 50 施設のうち，20

％ にあたる 10 施設が貯水槽や配管の損傷をあげてい
る‡6）．耐震強度が確保された貯水槽の採用と据付け，
伸縮性・可とう性・弾性のある配管の使用等が有効で
ある14）．

②について，医療施設における自己水源としては地
下水（井戸水）の採用が主であるが，さらに，雨水の
貯留設備と雑用水の給水設備を別に保有することで配
水系統を多重化し，医療行為や飲用，調理以外のニー
ズ（例えば入浴，トイレ用水等）に供する事例があ
る3, 15）．なお，自己水源が確保できない場合には，震
災等の発生により水道本管の破損が生じたさいに復旧
まで概ね 3 日間が想定されるため，3 日分を目安とし
た医療用水が備蓄できる貯水設備を備えることが望ま
しい．

③については，過去の震災においても，各々の貯水
槽本体や配管の耐震性能は確保されており破損を受け
なかったものの，給水システム全体として機能しなか
った場合が散見された．一例として，高架水槽への揚
水ポンプに自家発電系の電源供給が接続されていなか
った，給水車から貯水槽に至るまでの経路が考慮され
ておらず補給が行えなかった，赤外線センサー式の水
栓が停電により動作しなかった等の報告がある16）．こ
れらは，いずれも設備システムの設計時における運用
面での考慮が不十分であったためといえる．

（2）　運用面における対策
実際に，各種災害が発生したさいの運用等に関する

「ソフト面」としては
①　医療機関の災害対策マニュアル等における医療

用水供給計画の明確な位置づけ
②　医療機関および水道事業体等の外部機関との連

携や情報交換の推進

があげられる．
①について，とりわけ先の東北地方太平洋沖地震を

契機として，医療機関においても災害対応マニュアル
に事業継続計画（business continuity plan;  BCP）の視
点を盛り込むことが求められており，平成 24 年度厚
生労働科学研究においても「BCP の考え方に基づい
た病院災害対応計画作成の手引き」が示されている17）．
災害時の医療用水供給は，まさに BCP の基盤となる
要素の一つとして位置づけられるべきと考える．また，
米国疾病対策センター（US CDC）と米国水道協会

（AWWA）は，2011 年に「病院およびヘルスケア施設
向け緊急時の水供給計画ガイド」‡15）を公開している．
同ガイドでは，計画立案にさいしての重要な要素とし
て，病院施設内の水利用監査を通じた医療用水の使用
状況の把握，緊急時における最低限の必要水量の決定，
代替給水手段の確保，定期的な演習の実施をあげてお
り，おおいに参考になると思われる．

②については，上記ガイドでも計画策定にかかわる
外部パートナーとして水道事業体，保健衛生部局，消
防局等の参加を求めており，ことに代替給水手段の確
保や緊急時の意思決定においては，各外部パートナー
との緊密な連携が必須であるとしている‡15）．医療従
事者の側からも指摘されているように12）, ‡6），多くの
水道従事者は，現状では，医療機関において災害時に
必要となる医療用水に関しての認識が希薄であると言
える．ここで両者の連携例として，横浜市水道局によ
る医療機関への応急運搬給水に係る課題検証および応
急給水マニュアル作成の事例13）を紹介したい．

横浜市西区・保土ケ谷区における当事例では，応急
給水の対象となる管内の 5 医療機関（災害拠点病院お
よび救急告示医療機関）への聞き取りにより，各機関
の貯水槽容量および必要水量の情報を入手した．各機
関を訪問して災害対策マニュアルを参照したところ，
いずれも応急給水に係る具体的な対策に欠けていたこ
とから，施設担当者等との協働により，双方の認識が
一致した応急給水マニュアルを作成した．当マニュア
ルは，貯水槽までの進入経路，貯水槽の鍵の保管場所，
給水車の駐車場所，給水ホース長，貯水槽が使用でき
ない場合の対応などを，各機関の写真や図面とともに
まとめており，他都市の応急給水隊でも即時に活用で
きる実践的な工夫を施した点が特筆される．

なお，災害等の発生によって水道水の水質劣化や水
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質変化が生じる場合がある．過去には地震時に水道管
の振動などにより堆積していた濁質が巻き上げられ，
原水中の濁度が急上昇することで，透析用水処理装置
のプレフィルターが目詰まりを起こした事例がある4）．
また，管路の破損を伴う大規模な震災の発生時には，
水道における衛生上の措置として，水道水中の残留塩
素を平常時よりも高濃度とすることがあるため4），水
道水中の残留塩素濃度や，透析用水処理装置における
除去能力の変化を確認する必要が生じる．このように，
供給水の水量のみならず水質の面でも，医療従事者と
水道従事者との間で情報交換を行うことが重要である．

4　おわりに

医療用水の確保は，平常時および災害時の医療活動
を継続するうえで必要不可欠な基盤要素の一つである
ことは論を待たない．安全な医療用水を常時安定して
供給するために，医療従事者みずからが医療用水の安
定確保にむけた備えを整えつつ，水道従事者等の関係
各所との間でのさらなる情報交換や連携の推進を通じ
て，より実効性の高い対策を構築していくことが望ま
れる．
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